
 

1. 現行の「流山市子ども・子育て支援総合計画」が、平成３１年度に期間満了となるため、 

次期計画の策定を進めます。 

 
 

 

 

 

2. 計画の構成等について 

（１） 次期計画に記載する必須事項等（国の基本指針） ※ 別添 1のとおり 

（２） 次期計画における基本理念等のあり方 ※ 下表参照 

 現行計画の継続的な推進 

 実施事業に係る評価（進捗管理含む）・検証・実行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現行計画 次期計画 

平成２７年度～平成３１年度 平成３２年度～平成３６年度 

 

資料２ 

現行計画 

評価・検証・実行 

継続的な推進 

次期計画 

表 現行計画 

 基本理念等 

※ 次世代育成支援行動計画との一体的な計画 



 
3. 子ども・子育て会議における主な審議事項 

本会議では、新たな計画を策定する上で必要な、以下の事項等について、審議を 

行っていきます。 
 

（１）新たな計画における基本理念等のあり方 

現行計画の継続的な推進と新たな課題等への対応を踏まえた基本理念等の 

あり方を検討していきます。 
 

（２）新たな計画期間の「量の見込み」及び「確保方策」 

教育・保育や地域子ども・子育て支援事業について、新たな計画期間中の 

「量の見込み」（需要）及び「確保方策」（供給）を検討していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

（３）施策の展開における事業のあり方 

子ども・子育て支援に係る環境整備について、ソフト・ハード両面から施策 

事業のあり方を検討していきます。 
 

（４）現行計画の進捗管理 

    計画の進捗管理も並行して実施し、現行計画の評価・分析を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

4. 今後の進め方（計画関連） 

※ 別添２ スケジュール（案）のとおり 

 

イメージ 

•CHECK
•（評価）

•ACT
•（改善）

•DO
•（実行）

•PLAN
•（計画策定）

P D

CA

【 PDCA サイクル 】 

【 ３号（１～２歳・保育認定子ども） 】 

31年度

量の見込み 3号（1～2歳）（A） 2,424

特定教育・保育施設 2,190

特定地域型保育事業 331

幼稚園 ―

合計（B） 2,521

需要バランス Ｂ－Ａ 97

確保方策

32年度 33年度 34年度 35年度 36年度

①

②

 
① ニーズ調査等実施し、今後の需要見込みを算出 

② 現行計画の課題等を踏まえ、確保方策を設定 

各事業の実施状況による計画の進捗管理 

課 題 

改善点 



計画の記載事項（子ども・子育て支援法に基づく基本指針（内閣府告示第百五十九号）から抜粋） 

 

【基本的記載事項】 

（１）子ども・子育て支援の意義に関する事項 

（２）幼児期の学校教育・保育を提供する体制の確保及び地域子ども・子育て支援

事業の実施に関する基本的考え方 

（３）子ども・子育て支援に当たっての関係者の連携・協働 

（４）教育・保育提供区域の設定 

（５）各年度における幼児期の学校教育・保育の量の見込み 

（６）実施しようとする幼児期の学校教育・保育の提供体制の確保の内容及びその

実施時期 

（７）地域子ども・子育て支援事業の量の見込み 

（８）実施しようとする地域子ども・子育て支援事業の提供体制の確保の内容及び

その実施時期 

（９）幼児期の学校教育・保育の一体的提供及び当該学校教育・保育の推進に関す

る体制の確保の内容 

 

【任意記載事項】 

（１）産後の休業及び育児休業後における教育保育施設等の円滑な利用の確保につ

いて 

（２）子どもに関する専門的な知識及び技術を要する支援に関する都道府県が行う

施策との連携について 

（３）労働者の職業生活と家庭生活との両立が図られるようにするために必要な雇

用環境の整備に関する施策との連携 

 

以 上 

 

別添１ 



  ス ケ ジ ュ ー ル （ 案 ） （ 計 画 関 連 ） 

 平成３０年度 

９ １０ １１ １２ H31.１ ２ ３ 

子ども・子育て 

会議 

       

事務局（流山市） 
       

市 民 
       

 

 平成３１年度 

４ ５ ６ ７ ８ ９ １０ １１ １２ 

子ども・子育て 

会議 

         

事務局（流山市） 
         

市 民 
         

 

 平成３１年度 平成３２年度 

H32.１ ２ ３ ４～ 

子ども・子育て 

会議 

    

事務局（流山市） 
    

市 民 
    

第２回会議 9/28 

・諮問 

・ニーズ調査項目等 

第３回会議 11/2 

・ニーズ調査項目 

 

第４回会議 12/上 

・ニーズ調査項目 

・子育てＷＳ説明 

 
・ニーズ調査実施 

 施設ヒアリング 

・ニーズ調査実施 

 アンケート調査 

施設ヒアリング 

・ニーズ調査実施 

 アンケート調査 

施設ヒアリング 

・ニーズ調査結果 

取りまとめ 

第５回会議 2/下 

・調査中間報告 

・子育てＷＳ 

 

・子育てＷＳ 

 ※ 委員ＦＴ 

 市内４会場 

・子育てＷＳ 

 ※ 委員ＦＴ 

 市内４会場 

第６回会議 4/下 

・調査結果報告 

・計画案検討 

 

第７回会議 5/下 

・計画案検討 

 

第８回会議 6/下 

・計画案検討 

 

・計画案検討等 

 
・パブリックコメント実施 

 

第１０回会議 

・パブコメ結果 

・計画修正案 

 

・委員改選 

・ニーズ調査項目検討等 

 

第１１回会議 

・答申 

・計画決定 

 

計画施行 

・パブコメ結果・計画案検討等 

 

別添２ 

第９回会議 

・パブコメ中間報告 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 31 年度 

量の見込み 3 号（1～2 歳）（A） ２，４２４ 

確保方策 

特定教育・保育施設 ２，１９０ 

特定地域型保育事

業 

３３１ 

幼稚園 ― 

合計（B） ２，５２１ 

需要バランス Ｂ－Ａ ９７ 

 

 

 

母親 

父親 

1． フルタイム就労 

2． 育休・介護休業中 

3．パートタイム就労 

4．育休・介護休業中 
5．現在は就労していない 

6．就労したことがない 120 時間

以上 

120 時間

未満下限

時間以上 

下限時間

未満 

１．フルタイム就労 

２．育休・介護休業中 

     

３．パートタイム

就労 

４．育休・介護休

業中 

120 時間以上 
     

120 時間未満 

下限時間以上      

下限時間未満 

５．現在は就労していない 

６．就労したことがない 

     

 

 0～２歳についても同様のマトリックスを作成し、「下限時間以上 120 時間未満」の区分については、以下の方法で区分けすることを原則とする。 

 ただし、「パートタイム」の区分について、「下限時間以上」「下限時間未満」の２区分とし、下限時間以上を同様に以下の方法で区分することも考えられる。 

 クロス集計の結果、３歳から５歳のタイプ B からタイプ F の設定は以下のとおりとなる。 

タイプ C、タイプ E については、父親、母親の何れか、または父親と母親両方の月単位の就労時間が「下限時間以上 120 時間未満」で、かつ以下の基準に該当する場合、タイプ C´、タイプ E と設定される。 

 

 

 

 

タイプ B 

タイプ C 

タイプ C´ 

タイプ D 

タイプ C タイプ C´ 

タイプ E 

タ【 ３号（１～２歳・保

育認定子ども） 】 

イプ E´ 

 

タイプ D 

タイプ F 


